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議案第９２号 

議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例 

 
１ 趣 旨 

職員の給与の改定を考慮し、議会の議員の期末手当の支給割合を改定する

ための改正 
 
２ 内 容 
  総支給割合を０．０５月分引上げとし、令和元年度は１２月期の支給割合

を、令和２年度以降は６月期及び１２月期の支給割合を、それぞれ次のとお

りとする。 

 ６月期 １２月期 総支給割合 

令和元年度（現行） ２．２２５ ２.２２５ ４.４５（月分） 

令和元年度（改定後） ２．２２５ ２.２７５ ４.５０（月分） 

令和２年度以降 ２．２５０ ２.２５０ ４.５０（月分） 

 
３ 施行期日等 
⑴ 施行期日 
  令和元年度分は公布の日、令和２年度以降分は令和２年４月１日 
⑵ 適用日 

   令和元年度分は、令和元年１２月１日 
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議案第９３号 

市長等の給与等に関する条例の一部を改正する条例 

 
１ 趣 旨 

職員の給与の改定を考慮し、市長、副市長及び教育長の期末手当の支給割

合を改定するための改正 
 
２ 内 容 
  総支給割合を０．０５月分引上げとし、令和元年度は１２月期の支給割合

を、令和２年度以降は６月期及び１２月期の支給割合を、それぞれ次のとお

りとする。 

 ６月期 １２月期 総支給割合 

令和元年度（現行） ２．２２５ ２.２２５ ４.４５（月分） 

令和元年度（改定後） ２．２２５ ２.２７５ ４.５０（月分） 

令和２年度以降 ２．２５０ ２.２５０ ４.５０（月分） 

 
３ 施行期日等 
⑴ 施行期日 
  令和元年度分は公布の日、令和２年度以降分は令和２年４月１日 
⑵ 適用日 

   令和元年度分は、令和元年１２月１日 
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議案第９４号 

八潮市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

 
１ 趣 旨 
  国家公務員の人事院勧告を考慮し、職員の給与を改定するための改正 
 
２ 内 容 
⑴ 給料表の改定（一般行政職） 

民間の初任給との間に差があることを踏まえ、初任給の引上げを行うと

ともに、若年層を中心に改定を行う。 
引上げ額及び改定率（平均）２７３円  ０．０８％ 

        １級（平均） １，２１０円  ０．５９％ 
        ２級（平均）   ４６１円  ０．１７％ 
        ３級（平均）   ２９９円  ０．０９％ 
        ４級（平均）   ２５７円  ０．０８％ 
        ５級（平均）   １１０円  ０．０３％ 
        ６級（平均）     ０円  ０．００％ 
        ７級（平均）     ０円  ０．００％ 
        ８級（平均）     ０円  ０．００％ 
⑵ 期末手当・勤勉手当の改定 

総支給割合を０．０５月分引上げ、当該引上げ分を勤勉手当に配分し、

令和元年度は１２月期の支給割合を、令和２年度以降は６月期及び１２月

期の支給割合を、それぞれ次のとおりとする。 

  ① 再任用職員及び任期付短時間勤務職員以外の職員（一般職員） 

  ６月期 １２月期 計 総支給割合 

令和元年度 

（現行） 

期末手当 １．３００ １．３００ ２.６００ ４.４５

（月分） 勤勉手当 ０.９２５ ０.９２５ １.８５０ 

令和元年度 

（改定後） 

期末手当 改定なし 改定なし 改定なし ４.５０

（月分） 勤勉手当 改定なし ０.９７５ １.９００ 

令和２年度 

以降 

期末手当 改定なし 改定なし 改定なし ４.５０

（月分） 勤勉手当 ０.９５０ ０.９５０ １.９００ 

  ② 再任用職員及び任期付短時間勤務職員以外の職員（指定職員） 

  ６月期 １２月期 計 総支給割合 

令和元年度 

（現行） 

期末手当 １.１００ １.１００ ２.２００ ４.４５ 

（月分） 勤勉手当 １.１２５ １.１２５ ２.２５０ 

令和元年度 

（改定後） 

期末手当 改定なし 改定なし 改定なし ４.５０ 

（月分） 勤勉手当 改定なし １.１７５ ２.３００ 



4 

令和２年度 

以降 

期末手当 改定なし 改定なし 改定なし ４.５０ 

（月分） 勤勉手当 １.１５０ １.１５０ ２.３００ 

⑶ 住居手当の改定 

① 住居手当の支給要件について、次のとおり改定する。 

  現 行 月額１２，０００円を超える家賃を支払っている職員 

  改定後 月額１６，０００円を超える家賃を支払っている職員 

② 住居手当の支給月額について、次のとおり改定する。 

  【現行】 

月額家賃 支給額（１００円未満切捨て） 

２３，０００円以下 月額家賃－１２，０００円 

２３，０００円超から 

５５，０００円未満まで 

（月額家賃－２３，０００円）×１/２＋

１１，０００円 

５５，０００円以上 ２７，０００円 

 

  【改定後】 

月額家賃 支給額（１００円未満切捨て） 

２７，０００円以下 月額家賃－１６，０００円 

２７，０００円超から 

６１，０００円未満まで 

（月額家賃－２７，０００円）×１/２＋

１１，０００円 

６１，０００円以上 ２８，０００円 

 
３ 施行期日等 

⑴ 施行期日 

 公布の日。ただし、２⑵の令和２年度以降に係る部分、２⑶及び３⑶は、

令和２年４月１日 

 ⑵ 適用日 

 ２⑴は平成３１年４月１日、２⑵の令和元年度に係る部分は令和元年１２

月１日 

 ⑶ 経過措置 

 ２⑶の改定に伴い、住居手当の支給月額が２，０００円を超えて減額とな

る職員については、令和２年４月１日から令和３年３月３１日までの間、所

要の措置を講ずる。 
 

 

 

 

 


